
みやぎ仙台商工会運営規約の一部改正 

改     正     後 現           行 

（手数料） 

第４８条 本会が事業者等の委託を受けて、次の各号に定める事業を行う場合は、別表２に定める手数料を徴

収することができる。  （１）～（９）省略 

（別表２） 
手数料基準 

区   分 手 数 料 の 額 （消費税別途） 徴収方法 
 

 

 

 労働保険関係 

 従業員数 標準委託手数料 保険料 

(１期２期３期) 

納付の都度 
処理の都度 

 １～５人 年額     8,000円    
 ６～10人 年額    11,000円 
 11～20人 年額    17,000円 
 2１人以上 年額    23,000円 

 非会員 

人員割額に 

 個人  15,000円 

 法人  30,000円 

 を加算する 

記 

帳 

関 

係 

記帳機械化 

１件につき     月額   5,000円 

ただし、同一経営者が複数件数を委託する場合は１件

増すごとに          4,000円 

期末処理（法人）１件につき  5,000円 

処理の都度 

システム利用料   年額   3,500円 

※年度内に１仕訳以上の登録が行われた事業所に対し

徴収する。 

年度末まで徴収 

ネットde記帳 

 
１利用者     年額   33,500円 

利用申込時期 

継続時期 

決算指導 

決算・申告書作成         5,000円 

（書面提出が可能な場合）   （3,000円） 

 

加算額（上記に下記を加算する。） 

・消費税申告書作成（本則課税）  5,000円 

・消費税申告書作成（簡易課税）  3,000円 

・科目別集計           3,000円 

・複数決算書作成         2,000円 

・専従者等同居家族分申告書作成  1,000円 

・非会員             15,000円 

その都度現金徴収 

年末調整 

源泉徴収票作成（1～3人）     1,000円 

4人以上1人につき 200円を加算 

非会員は倍額とする 

※但し、記帳機械化及びネットde記帳利用事業所を除く 

その都度現金徴収 

但し、年途中に源泉徴

収票を作成した場合は、

年末調整時に含めて徴収 

電子決算公告掲載支

援事務 
年 額     3,000円 

会員が利用を開始した当

該年においては手数料を

徴収しないものとする 

他 団 体 か ら の 

事 務 委 託 関 係 
事務委託契約に基づく金額とする。 毎年度末まで徴収 

そ の 他 の 

事 務 代 行 関 係 
その事業内容を判断し会長が定める。  

マイナンバー 

保管システム 

システム利用料    年額  2,000円 

(ネットｄｅ記帳自計利用者は免除) 

利用登録確認後に徴収す

る。 

   別表２の手数料の額は、上記金額＋消費税とする。 

（手数料） 

第４８条 本会が事業者等の委託を受けて、次の各号に定める事業を行う場合は、別表２に定める手数料を徴収

することができる。  （１）～（９）省略 

（別表２） 
手数料基準 

区   分 手 数 料 の 額 （消費税別途） 徴収方法 
 

 

 

 労働保険関係 

 従業員数 標準委託手数料 保険料 

(１期２期３期) 

納付の都度 
処理の都度 

 １～５人 年額     8,000円    
 ６～10人 年額    11,000円 
 11～20人 年額    17,000円 
 2１人以上 年額    23,000円 

 非会員 

人員割額に 

 個人  15,000円 

 法人  30,000円 

 を加算する 

記 

帳 

関 

係 

記帳機械化 

１件につき     月額   5,000円 

ただし、同一経営者が複数件数を委託する場合は１件

増すごとに          4,000円 

期末処理 １件につき     5,000円 

処理の都度 

システム利用料   年額   3,500円 

※年度内に１仕訳以上の登録が行われた事業所に対し

徴収する。 

年度末まで徴収 

ネットde記帳 

 
１利用者     年額   33,500円 

利用申込時期 

継続時期 

決算指導 

決算・申告書作成指導     5,000円 

（ただし、検算のみ）    （2,000円） 

 

加算額（上記に下記を加算する。） 

・消費税申告書作成指導    3,000円 

・決算、申告書未記入     3,000円 

・複数決算書作成指導     2,000円 

非会員については、決算・申告作成指導料+12,000円 

 

 

その都度現金徴収 

【新  設】 

電子決算公告掲載支

援事務 
年 額     3,000円 

会員が利用を開始した当

該年においては手数料を

徴収しないものとする 

他 団 体 か ら の 

事 務 委 託 関 係 
事務委託契約に基づく金額とする。 毎年度末まで徴収 

そ の 他 の 

事 務 代 行 関 係 
その事業内容を判断し会長が定める。  

マイナンバー 

保管システム 

システム利用料    年額  2,000円 

(ネットｄｅ記帳自計利用者は免除) 

利用登録確認後に徴収す

る。 

   別表２の手数料の額は、上記金額＋消費税とする。 

 


